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　The management and disposition of surplus weapon‐grade plutonium accumulated through nuclear disarmament 
after the cold war is an important issue of nuclear non‐proliferation. JNC has been collaborating with Russian 
institutes to assist in the disposition of Russian weapons plutonium and to utilize technical information for FR 
development since 1999. In this report, a description is provided of the outlines of the “BN‐600 vibro‐packed fuel 
option” proposed by JNC and the results of the collaboration, such as the reactor physics study to use MOX and 
irradiation tests of 3 Lead Test Assemblies in BN‐600.
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　冷戦の終焉と核軍縮の進展にともない蓄積される兵器級プルトニウムの管理・処分が，国際的課題となってい

る。サイクル機構は，ロシアの余剰核兵器解体プルトニウム処分に協力するとともに得られた成果を高速炉の開

発に利用する目的で，1999年以来，解体プルトニウムを振動充てん（バイパック）法によってMOX燃料とし

BN‐600で燃焼処分する「BN‐600バイパック燃料オプション」について，ロシアの研究機関と共同研究を実施

してきた。本報告では，本オプションについて概説するとともに，BN‐600をMOX燃料化した場合の炉物理特

性や３体のバイパック燃料集合体の照射実績などを中心に，これまでの主な共同研究成果について述べる。

Plutonium, Collaboration with Russia, Surplus Weapons Plutonium, Disposition, Vibro‐packed Fuel, BN‐600, Fast 
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１．はじめに

　冷戦の終焉と核軍縮の進展に伴い，米国とロシ
アとの間で戦略兵器削減条約が締結され（１９９４年
１２月発効），両国の保有する戦略核弾頭は冷戦期の
半数程度に減少した1）といわれている。一方，これ
に伴って蓄積される兵器級プルトニウム＊への懸
念が，１９９６年４月のモスクワ・原子力安全サミッ
トで提起され，ロシアの余剰核兵器解体プルトニ
ウム（以下，解体プルトニウム）処分＊＊に関する
国際協力が本格化した。
　処分の対象となる解体プルトニウムは，当初，
米国では５２ｔ（兵器級でないもの１４ｔを含む），ロ
シアでは約５０ｔとされていた1）が，２０００年９月に調
印された米露協定2）では，双方が３４ｔを下回らない
量の処分を行うこと，そのための施設を２００７年ま
でに立ち上げることなどが合意された。
　サイクル機構は，米国及びロシアと協力して
１９９９年からロシア解体プルトニウムから振動充て
ん（バイパック）法を用いて顆粒MOX燃料を製
造し，ロシアの高速炉BN‐600を利用して燃焼処分
を行う方法（以下，BN‐600バイパック燃料オプシ
ョン）について，ロシアの研究所と共同研究を開始
した。バイパック燃料は，製造コストが安価であ
ることから，我が国の高速炉燃料製造の有力な候
補技術として，サイクル機構の実用化戦略調査研
究での研究対象3）とされており，共同研究は，ロシ
アの解体プルトニウム処分に協力し世界の軍縮・
核不拡散に寄与するとともに，研究成果をサイク
ル機構の高速炉開発に反映するという目的をも
つ。２０００年のG８4）においても，BN‐600での燃焼
処分等の国際的支援枠組みの検討が合意された。
　以下に，BN‐600バイパック燃料オプションの概
要とその実現に向けてサイクル機構が進めている
ロシアとの共同研究の現状とこれまでの成果につ
いて述べる。

２．BN‐600バイパック燃料オプションの現状

　まず始めに２．１節において，「BN‐600バイパック
燃料オプション」の全体構想と日本（サイクル機

構）の協力分担項目を紹介し，２．２節において，サ
イクル機構の協力の詳細内容と現状を紹介する。

２．１　BN‐600バイパック燃料オプションの全体構想

　バイパック法を利用してウラン・プルトニウム
混合酸化物（MOX）燃料を製造し，現在ロシアで
稼動中の高速炉BN‐600で燃焼させる構想は，図１
に示すように以下の三つのフェーズから成る。フ
ェーズ０及びフェーズ１の実施スケジュールと各
国分担（案）を表１に示す。
（１）フェーズ０（準備段階：１９９９年～２００３年）
　解体プルトニウム処分の準備のため，予備的試
験・調査として，ロシアの臨界実験装置BFS‐2を
用いてBN‐600MOX炉心を模擬した臨界実験と解
析・評価，解体プルトニウム約２０kgを用いた３体
のバイパック燃料先行試験集合体（LTA）の製造・
BN‐600での照射試験，及びBN‐600での本格的処
分に必要な技術・コスト評価を実施する。
　準備段階であることから，サイクル機構の資金
分担により，ロシアの研究所との共同研究として
既に１９９９年から開始している。
（２）フェーズ１（先行的処分段階：BN‐600の部分
MOX炉心化，２００１年～２００７年）
　BN‐600による先行的処分の段階として，現行濃
縮ウラン燃料の約１/５～１/４を，バイパック
MOX燃料に置換する。同時にプルトニウムの増殖
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�兵器級プルトニウム
　核分裂性Pu‐239を高濃度に含むプルトニウムで，一般には特殊なプルトニウム生産用原子炉でU‐238から造られる。これに対して，商業発電
炉の使用済み燃料の再処理から得られるプルトニウムはPu‐240，Pu‐241など高次のプルトニウム同位体を多く含み　（特にPu‐240の自発核分裂
による中性子が）　核兵器には適さないとされる。米露協定では，Pu‐240とPu‐239の比が０．１以下のものを兵器級プルトニウムと定義する。

�余剰核兵器解体プルトニウム処分
　解体プルトニウムを不可逆的な方法で核兵器として使用が不可能な形態にすること。原子炉で燃焼（照射）する方法と高レベル廃棄物とともに
地層処分に適するよう固化する方法が考えられている。高速炉による燃焼処分は，解体プルトニウムとウランの混合酸化物燃料をBN‐600で 
１０at.％程度燃焼させ，兵器としての使用に適さない同位体比の，また，アクセス困難な高放射線量の使用済み燃料とすること。したがって，プル
トニウム処分量は，プルトニウム消滅量とは異なる。

＊

＊＊

図１　BN‐600バイパック燃料オプションの進め方
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を抑えるため，径方向ブランケット集合体をステ
ンレスとボロン反射体で置換する。また，新燃料
輸送容器の製造，BN‐600の新燃料取扱い施設の整
備及び使用済みMOX燃料貯蔵施設の整備等も併
せて実施する。このフェーズ１の部分MOX炉心
（以下，ハイブリッド炉心）化で，年間約０．３ｔの
解体プルトニウムを処分することが可能となる。
ハイブリッド炉心への移行開始は２００４年末頃を予
定し，２年間の段階的移行を予定している。
　フェーズ１は，日・米・露間で作業項目を表２
のように分担することでそれぞれの国と調整をし
ている。サイクル機構は，フェーズ１のうち研究
開発的要素の強い部分，すなわち，ハイブリッド
炉心・燃料設計，安全解析及びハイブリッド炉心
燃料製造施設整備をロシアとの共同研究として実
施している。さらに，現在，照射中の３体LTAバ
イパック燃料集合体に加えて，２１体LTAバイパッ
ク燃料集合体（約１２０kgのプルトニウム）のデモ
ンストレーション処分（ロシア側は，ハイブリッ
ド炉心の許認可に必要な照射と位置付けている）

を，日露非核化支援協定の枠組みで実施する予定
で，詳細，関係機関と協議中である。米国は，プ
ルトニウムの増殖や分離を抑止する部分，軍事・
機微情報に係る部分，プルトニウムの検認等に係
る項目について，また，ロシアは主に既存技術や
施設の活用，人的資源から，いわゆるin‐kind貢献
を分担する。分担案は，政府レベルで２０００年２月
に米露両国へ提案され協議中である。
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表１　フェーズ０とフェーズ１の実施スケジュール

表２　フェーズ１の日・米・露分担（案）

�ハイブリッド炉心・燃料設計
�安全解析（米国と分担）
�RIAR施設の整備
�デモンストレーション処分

日　

本

�反射体設計，製造
�使用済みMOX燃料，ブランケット燃料貯蔵
�安全解析（日本と分担）
�金属プルトニウムの溶解とガリウム除去施設設備
�MPC&A（核物質防護，保障措置等）設備整備

米　
　

国

�炉心変更許認可，炉心変更作業
�ドライバーMOX燃料製造
�BN‐600新燃料取り扱いシステム整備
�出力補償用ウラン燃料集合体設計・製造

ロ
シ
ア
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（３）フェーズ２（本格的処分段階：BN‐600の全
MOX炉心化，２００３年～２０２０年）
　BN‐600による本格的処分の段階として，ハイブ
リッド炉心の濃縮ウラン燃料集合体を，全てバイ
パックMOX燃料で置換する。このため，炉心の
再構成，年間約２５０体の製造能力をもつバイパック
MOX燃料製造施設建設，BN‐600プラントの改造，
寿命延長等（２０１０年→２０２０年）を行う。２００７年頃
に予定されているこのフェーズ２が完成すれば，
年間約１．３ｔの解体プルトニウムの本格的処分が
可能となる。
　フェーズ２は，Ｇ８の国際的支援枠組みでの実
施が日本政府から提案され，検討が行われている。

２．２　フェーズ０における共同研究の現状

（１）BFS‐2による臨界実験と炉心解析
　BN‐600をMOX燃料化したときの核特性解析精
度検証を支援するため，サイクル機構は，１９９９年
にロシアの物理エネルギー研究所（IPPE）と４カ
年の共同研究協定を締結し，IPPEの臨界実験施設
BFS‐2を用いた臨界実験を開始した5）。実験体系の
設定に当たっては，現行のBN‐600炉心に対して，
燃料領域にMOX燃料を装荷する影響及び燃料外
周部の２酸化ウラン（UO2）ブランケットをステ
ンレス鋼反射体に置換する影響を評価できるよう
考慮した。
１）臨界実験体系の特徴及び測定データ
　臨界実験体系の特徴及び測定・解析の進捗状況
を表３に示す。BFS‐62‐1及び62‐2体系は，現行の
BN‐600炉心と同様に３種類の濃縮度の２酸化ウ
ラン燃料を配置し，外周領域にUO2ブランケット
及びステンレス鋼反射体をそれぞれ配置する。

BFS‐62‐3A及び62‐4体系は，前記UO2燃料炉心の
２０％程度をMOX燃料で置換し，外周領域にステン
レス鋼反射体及びUO2ブランケットをそれぞれ装
荷する。BFS‐62‐3A体系は，BN‐600のハイブリ
ッド炉心を模擬するもので，BFS‐62‐5体系は，
BFS‐62‐4体系の中央部にMOX燃料を配置した全
MOX炉心模擬体系の予備実験である。これら５種
類の実験体系における測定を，２００１年６月に終了
した。
　臨界実験で得られるデータの種類及び測定方法
等を表４に示す。BFS‐62‐1～4体系では，臨界性，
スペクトルインデックス（核分裂反応率比２種
類），反応率分布，ナトリウムボイド反応度価値，及
び制御棒反応度価値を測定した。ハイブリッド炉
心への移行に際して重要なナトリウムボイド反応
度価値については，BFS‐62‐2及び62‐3A体系にお
いて，三つの燃料領域を順次ボイド化する測定を
反復した。BFS‐62‐5体系では，炉心中心部に配置
したMOX燃料セルの特性で決定されるパラメー
タで，高速炉核特性解析精度向上のために重要な
U‐238ドップラー反応度価値，プルトニウム転換
特性の指標となるU‐238捕獲反応率とU‐235核分
裂反応率の比（C28/F25），高次プルトニウムやア
メリシウムを含む核分裂反応率比等を測定した。
２）臨界実験体系の構成
　BFS‐62‐1及び62‐2体系の炉心配置を図２に示
す。図中にキー領域と示した範囲では水素が含有
していないナトリウムペレットが使用されてお
り6），BFS‐62‐2体系でUO2ブランケットを置換し
たステンレス鋼反射体は，この範囲（中心からの
方位角約１２０°）に配置された。径方向反応率分布
及びナトリウムボイド反応度価値の測定はキー領
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表３　BFS臨界実験体系と現状（２００１年１２月時点）

報告解析測定計画実験の狙い
周 辺 領 域 の
模 擬 対 象

燃料領域の
模 擬 対 象

体系ID.

○◎◎◎現行BN‐600の特性評価UO2ブランケット
UO2

６２‐１�

○◎◎◎
ブランケット／反射体
置換効果

SUS反射体６２‐２�

△△◎◎
ハイブリッド炉心の 
特性評価

SUS反射体
UO2＋MOX

６２‐３Ａ�

△△◎◎
反射体／ブランケット
置換効果

UO2ブランケット６２‐４�

◎◎
MOX炉の
炉物理パラメータ評価

UO2ブランケット
MOX（中央部）
＋UO2

６２‐５
�

△
フルMOX炉心の特性
評価

UO2ブランケット
SUS反射体

MOX（位置未定）
＋UO2

未定

◎終了　○実施中　△準備中
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域の中央部で行われた。
　BFS‐2の基本構成要素6）を図３に示す。炉心部に
は直立したステンレス鋼製チューブ（外径約５
cm）が三角格子状に配置されており，その中に
種々の材料の円盤状ペレットを積み上げることに
より，研究対象炉心の物質組成を模擬する。ステ
ンレスチューブの間隙には，通常ステンレス鋼棒
を装荷するが，必要に応じ小型核分裂検出器を挿
入して反応率測定にも使用する。
３）実験解析結果
　BFS‐2は，従来サイクル機構が高速炉核特性解
析システムの検証に使用してきた米国ZPPR臨界
実験装置や日本原子力研究所のFCA臨界実験装置
と基本構成及び測定手法が異なるので，サイクル
機構の核設計基本データベースの汎用性を増すこ
とが期待できる。このため，BFS‐2の測定プロセ
スに関する情報を入手して詳細な実験解析を進め

ている。解析においては，日本の最新核データラ
イブラリJENDL‐3.27）に基づく高速炉用７０群炉定
数を基本とし，炉定数改良効果の把握，ロシアの
核データを使用した場合の影響評価，IPPEの解析
結果との比較等を実施する。
　BFS‐62‐1及び62‐2体系の実験解析結果を両機
関で比較した例を，臨界性及びスペクトルインデ
ックスについて，それぞれ表５及び表６に示す。
これらの解析値は，いずれも３次元Hex‐Z体系に
おける拡散計算値をベースに，輸送・メッシュ効
果の補正を加えたものである。IPPEの解析では，
核データにABBN‐93ライブラリ8）が用いられてい
る。また，炉心計算には，サイクル機構は有限差
分法に基づくCITATION‐FBRコード，IPPEは修正
粗メッシュ法に基づくTRIGEXコードを用いてい
る。このように互いに異なる核データと解析手法
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表４　臨界実験データ一覧表

備　　　　　考測定方法（制御棒全引抜状態が基準）測定パラメータ

ペリオド法により，過剰反応度を測定臨 界 性

BFS‐62‐5では高次Pu，Amも測
定対象とした。

炉中心。F49/F25，F28/F25。核分裂計数管（小型，セグメ
ント型）を移動させて，セル内平均値を測定。熱中性子場比
較法。

スペクトルインデックス
（核分裂反応率比）

径方向分布はキー領域
軸方向は炉中心

小型核分裂検出器（U‐235，Pu‐239，U‐238）をトラバー
スし，炉中心の測定値に規格化。

反 応 率 分 布

BFS‐62‐2と3で実施
燃料領域ごとに順次測定

キー領域の中央６０゚  方向の燃料部及び上部軸ブランケット
部のNaペレットを空洞ペレットに置換し，その前後の過剰
反応度を測定し，その差を求めた。（双方向）

Naボイド反応度価値

基準状態→制御棒フォロワ部引抜→B4C吸収体挿入，各状態
変化時の中性束応答から反応度を求めた。

制御棒反応度価値

BFS‐62‐4と5で実施炉中心。U‐238，Np‐237。温度範囲３００～９００Ｋドップラー反応度価値

BFS‐62‐5のみ実施
炉中心。箔放射化法。劣化Ｕ箔と３７％EU箔を同時に放射化
させ，特性γ線の強度を測定。熱中性子場比較法。

C28/F25 ＊反応率比
（増殖性index）

サンプルオシレーション法
炉中心。重核種はU‐235，Pu‐239，Pu‐240，Np‐237，Am
‐241。

サンプル反応度価値

図２　BFS‐62‐1及び62‐2炉心の特徴
（３領域ウラン燃料炉心）

�Ｃ及びＦは，中性子捕獲，核分裂反応を意味する。２５はU‐235，２８はU‐238，４９はPu‐239を意味する。＊

図３　BFS‐2の基本構成要素
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を適用した両機関の解析値の差が，臨界性では約
０．２％，スペクトルインデックスでは約１％以内で
あり，よく一致していることが確認された6）。また，
臨界性については，互いの核データを使用した炉
心計算値の比較より，ライブラリ効果が約０．１％で
あると評価されている9）。今後，燃料領域にMOX
燃料を装荷した体系（BFS‐62‐3A以降の体系）に
ついても同様の解析評価を行う。また，ステンレ
ス反射体領域の反応率分布やBFS‐62‐2体系のナ
トリウムボイド反応度価値の解析結果には核デー
タ及び解析手法の影響が小さくない10）ことが分か
った。
４）今後の予定及び課題
　後述の「全MOX炉心化技術・コスト評価」で
実施するBN‐600全MOX炉心設計結果を考慮して
模擬臨界実験体系を決め，契約されたすべての測
定を２００２年度に完了させる。同実験体系の構成に
おいては，BFS‐2のプルトニウム在庫量の不足を
補うために，濃縮ウランを活用した複数の体系を
適切に組み合わせる必要がある。
　また，サイクル機構は，既存の臨界実験解析結
果との整合性を確認し，BFS‐2の実験解析情報を
高速炉核設計評価データベースに取り入れるた
め，BFS‐62‐3A以降の体系についても詳細な実験
解析を進める。
（２）３体LTA製造・照射試験
　解体プルトニウムを用いて製造したMOX燃料
をBN‐600で安全に燃焼処分できることを確認す
るため，１９９９年～２００３年度の５カ年計画でロシア

の原子炉研究所（RIAR）と共同研究を実施してい
る。共同研究では，約２０kgの解体プルトニウムを
RIARが開発した電気冶金的方法でMOX顆粒と
し，少量の微細な金属ウラン顆粒（金属ウランゲ
ッター）とともにバイパック法により被覆管内に
振動充てんして燃料ピンを製作し，３体のMOX燃
料集合体を製造する。燃料集合体はBN‐600に装荷
され，燃焼度約１１at. ％（約１１万MWd/t）まで照
射された後，解体検査等の照射後試験を行って燃
料の挙動等を調査する。
　サイクル機構は，ロシアで行う燃料製造，照射
及び照射後試験を通して，先進的核燃料リサイク
ル技術の一つと考えているバイパック燃料製造技
術に関するデータを取得する。
１）照射の現状
　BN‐600で照射されている燃料は，外径６．６mm
φのオーステナイト鋼製被覆管に，解体プルトニ
ウムから製造したプルトニウム濃度約２０wt. ％の
MOX燃料粒子と７wt.％分の金属ウランゲッター
を振動充てんして燃料ピンとし，これを１２７本束ね
て対面間距離９４．５mmのフェライト鋼製六角ラッ
パ管を被せ，燃料集合体に組上げたものである。
BN‐600での照射は計４サイクルの予定であり，
２０００年５月から照射を開始した。３サイクル終わ
りの２００１年１０月時点で，燃焼度８．７at. ％（約９万
MWd/t）を達成している。照射終了は２００２年３月
の予定である。照射終了後，約半年程度炉内で冷
却した後，２００３年より照射後試験を開始する。な
お，燃料ピンの最高線出力は約４００W/cm，被覆管
内表面温度最高値は約６８５℃ と評価されている。
２）バイパック燃料の照射挙動
　図４に，バイパック燃料の燃焼後の断面組織を
ペレット燃料と比較して示す。図からわかるよう
に，燃料外周の低温部を除いて両者は似た組織と
なっており，バイパック燃料は燃焼が進むとペレ
ット燃料と類似した照射挙動となると考えられる。
　バイパック燃料のペレット燃料と異なる特徴と
して，製造時から燃料と被覆管が接触しており，
燃料と被覆管との機械的相互作用（FCMI）が照
射開始直後から生じることがある。しかし，バイ
パック燃料では燃料のスミア密度が８０－８５％T.D.
（理論密度比）程度であることから，粒子間空隙へ
燃料粒子が再配列すること等により，ペレット燃
料に比較してFCMIは厳しくならないことが予想
できる11），12）。さらに，ロシアでは，バイパック燃
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表５　実験解析結果の比較例（臨界性Ｃ／Ｅ値）

BFS62‐2BFS‐62‐1

０．９９６００．９９４５決定論手法（サイクル機構） ＊1

０．９９７７０．９９６９決定論手法（IPPE） ＊2

０．９９８５＊4０．９９６７＊4モンテカルロ手法（IPPE） ＊3

�CITATION‐FBR（有限差分法）算出値を基準。７０群
�TRIGEX（修正粗メッシュ法）　算出値を基準。２６群
�KENOコード。２９９群　　�統計誤差　０．０００４

＊1

＊2

＊3 ＊4

表６　実験解析結果の比較（スペクトルインデックス）

BFS62‐2BFS‐62‐1

F28/F25F49/F25F28/F25F49/F25

０．９８２１．０１０１．００９１．００８サイクル機構

０．９９１１．０１３１．０１８１．０１１IPPE

注：測定値はいずれも小型核分裂検出器によるもの
測定誤差（１σ）は，F49/F25/が２．１％，F28/F25が１．８％。
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料に金属ウランゲッターをMOX燃料粒子ととも
に充てんしている13）。この金属ウランゲッターは，
MOX燃料と炉内で反応しO/M比を低下させるこ
とで，燃料と被覆管との化学的相互作用（FCCI）を
抑制する目的で添加される。逆に，添加し過ぎる
と金属ウランと被覆管とのFCCIが生じやすくな
るといわれる。
　今回の照射試験では，上記のロシア独自の技術
やバイパック燃料の照射特性把握のため，詳細な
破壊試験を含めた照射後試験を計画している。こ
の他，炉心長さが約１mと長いBN‐600でのバイパ
ック燃料スタック部の軸方向の安定性や残留ガリ
ウム不純物による挙動への影響にも着目した照射
後試験評価を行う。
３）サイクル機構の関連研究開発
　BN‐600での照射と並行して，サイクル機構で
は，バイパック燃料の健全性を評価するため，バ
イパック燃料挙動評価手法の整備を実施している。
　バイパック燃料特有の挙動である燃料粒子充て
ん体の熱伝導特性，燃料粒子間の焼結現象等評価
モデルや粒子部位におけるFCMI応力緩和機構の
定量評価モデル確立のため，炉外での弾性率評価
試験や１，７００℃ 程度迄の高温度域での圧縮・焼結特
性評価試験等を行っている。UO2模擬燃料粒子を
用いた粒子充てん体の弾性率評価試験では，燃料
粒子充てん体はペレットのような焼結体に比べ一
桁以上小さな弾性率を有していることを確認した。
　今後は，こうした炉外試験の結果を活用して燃
料挙動解析コードを整備し，ロシアにおける照射
試験の成果と併せて，サイクル機構の実用化戦略
調査研究に反映させる。
（３）全MOX炉心化技術・コスト評価
　２００１年９月，IPPEと共同研究契約を締結し，フ

ェーズ１からフェーズ２への移行，すなわち，ハ
イブリッド炉心から年間約１．３ｔの本格的処分が
可能な全MOX炉心に変更するための技術調査と
コスト評価を開始した。ロシア側は，IPPE，RIAR，
実験機械工学設計局（OKBM）その他関係する研
究機関が協力して調査を実施し，IPPEがその取り
まとめを行う。
　フェーズ２への移行には，今回の調査項目の他，
BN‐600の２０１０年から２０２０年への寿命延長，使用済
み燃料の貯蔵設備などが必要とされており，これ
らは，米・露共同研究により実施される。サイク
ル機構は，ロシア研究機関と以下の項目の調査・
評価を行い，成果は，Ｇ８の国際的支援枠組み構
築におけるバイパック燃料オプションの検討に反
映される。
１）バイパック燃料の製造
　全MOX炉心化運転に必要な燃料ピン・集合体の
製造施設の設計・建設・運転コスト，燃料の輸送
と貯蔵コストの評価，研究開発項目の摘出，候補
地の検討などを行う。
　燃料の製造施設関係のコストは，サイクル機構
がバイパック燃料オプションを推進する上で鍵に
なるものと考えており，従来のペレット型燃料の
製造施設（米国・欧州・ロシアの共同研究として
実施済み）のコストと比較して，バイパック燃料
オプションの優位性を示すことが目的である。
２）BN‐600炉心の変更　
　全MOX炉心概念の検討，基礎的な炉物理特性，
熱流動特性の評価と主循環ポンプ改造検討を含む
BN‐600炉心の改造設計作業一覧，主な作業段階の
コスト評価とスケジュール及び研究開発項目や許
認可の検討を行う。
　全MOX燃料炉心構成すると，ナトリウムボイド
反応度をゼロ以下とするロシアの安全規制を満足
させるため，炉心を扁平にすること及び集合体上
部にナトリウムプレナムを設けることなどが課題
となり，これらの条件を満たす炉心概念を構築す
ることがポイントとなる。ここで提案された炉心
概念に基づき，前述の全MOX炉心の臨界実験体系
を組む予定となっている。
３）新燃料取扱い施設，貯蔵施設，その他
　全MOX化炉心に適合した新燃料取扱い施設，新
燃料貯蔵施設の検討を行う。また全MOX化に伴う
炉物理，安全解析，許認可に係る必要な作業やコ
スト評価を行う。さらに，コスト評価とスケジュー
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図４　照射後金相写真の例
右：バイパック燃料14），約２８at .％の燃焼度
左：ペレット燃料，約１３at .％の燃焼度
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ルに関する全体調整，ロシア各機関のコスト評価
方法の調整などを行う。

２．３　フェーズ１における共同研究の現状　

（１）炉心・燃料設計
　現行BN‐600炉心設計は，１９６０～７０年代にロシア
原子力省傘下のOKBMにより行われ，ドライバー
燃料として濃縮ウランを用いている。この濃縮ウ
ラン炉心をハイブリッド炉心化するための共同研
究を，２００１年９月から２００３年３月まで実施する。
OKBMは，燃料設計及び集合体設計を含む炉心設
計をRIAR及びIPPEの協力の下に行い，サイクル機
構は，ハイブリッド炉心の設計情報を入手すると
ともに設計の妥当性を確認する。
　現在想定されるハイブリッド炉心の構成と主要
仕様を，図５及び表７15）に示す。ハイブリッド炉
心は，BN‐600濃縮ウラン炉心の径ブランケットを
ステンレス鋼及びボロン遮蔽体に置換し，径ブラ
ンケットが分担していた出力分を補てんするため
に，炉心燃料集合体数を約７％増加させる。
　ハイブリッド炉心におけるMOX燃料の装荷体
数は，プルトニウム処分量を増やすためには多い
方が好ましいが，MOX燃料の増加はナトリムボイ
ド反応度を正側にシフトさせる。チェルノブイリ
事故以降，ロシアの規制の考え方は，ナトリウム
ボイド反応度を負，或いはほぼ零に抑えることを
要求しており，現行炉心構造を大きく変えないで
この条件を満たすためには，MOX燃料装荷数は炉
心の約２０％が限度となる見通しである。
　MOX燃料の炉内装荷位置は，プルトニウム処分
量を極力多くするため，U‐238に対してより多く
プルトニウムが装荷でき，しかも燃焼度がある程
度高くできる炉心外側とする。炉心外側は前述の
ナトリムボイド反応度の正側へのシフト効果の小
さい位置でもある。
１）サイクル機構の関連研究開発
　サイクル機構が行った予備的な解析で，ハイブ
リッド炉心化により，年間約０．３ｔのプルトニウム
処分が可能なこと，ナトリウムボイド反応度は０．３
ドル程度の小さい値となること，制御棒価値，ド
ップラー反応度その他の特性値も濃縮ウラン炉心
と大きく変わらないなどの見通しを得た。今後，
OKBMの設計結果を詳細に検討し，ロシアの設計
の妥当性を確認するとともに，先進的技術をサイ
クル機構の設計研究に反映する。

（２）安全解析
　ハイブリッド炉心の安全審査の開始を２００４年頃
と想定し，チェルノブイリ事故以降厳しくなった
ロシア規制当局の炉心損傷事象（CDA）等に対す
る評価を支援するため，日，米が分担して安全解
析に関する共同研究をIPPEと実施している。共同
研究は，２００１年から約３年間，ロシア側はIPPEが
中心となって，OKBM，RIARなどのロシア関係機
関が協力して，設計基準事象，設計基準外事象な
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図５　ハイブリッド炉心への移行

表７　BN‐600炉心主要仕様

ハイブリッド
炉 心

濃縮ウラン
炉 心

単　位特　　性

１４７０１４７０MW熱　出　力

３６５
５３５

３６８
５３３

℃
℃

ナトリウム温度
－入口
－出口

５６０４８０
全出力換算
実 効 日 数

燃料炉内実効滞在
日数（EFPD）

１４０１６０
全出力換算
実 効 日 数

実効運転サイクル
長さ（EFPD）

６９６０MWd/kg平均燃焼度

０．８８
０．２８

１．３４
－

ｔ
ｔ

年間燃料装荷量
－U‐235
－Pu 　　

－０．１２ｔ
径ブランケットでの
Puの年間生産量
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どの許認可に必要な安全解析を実施するもので，
サイクル機構は，原型炉，実証炉でのCDA評価経
験16）に基づいて，解析目標，解析方針などについ
て協議すると共に，ロシア側の解析結果の妥当性
を確認する解析を実施し，ロシア側の許認可作業
を支援する。米国は，ロシア側が自国の安全解析
コードの検証・改良等を実施するための資金・技
術情報提供等を行う。サイクル機構は，BN‐600の
安全性はロシアの責任で担保すべきとの考えの
下，米国とも協力して，ロシアの解析・評価を支
援する方針である。
　CDA評価方針に対するサイクル機構の考え方
を，２００１年１０月末にIPPEで開催された安全解析に
関する第１回調整会議で，日・米・欧の高速炉の
許認可経験に立脚して説明した。また，サイクル
機構で実施しているCDA解析の概要を説明し，ロ
シア側安全解析実施に対しての要望事項を伝達し
た。ロシア側はサイクル機構の説明したCDA評価
のアプローチを考慮しつつ，安全解析を進めるこ
ととなった。
１）CDA評価
　代表的なCDAとして，炉心流量減少型スクラム
失敗事故（ULOF）を選定する。ULOF評価の目標
は，BN‐600プラントの特徴を反映して，CDA時
の熱・機械的な事故影響を原子炉容器内に保持・
格納できるシナリオ（炉容器内格納シナリオ）の
構築に置く。
　BN‐600の原子炉構造を図６に示す。他のMOX
炉心と比較すると，BN‐600の安全評価上の特徴は
バイパック燃料を装荷することに加えて，主に，
ボイド反応度が小さいこと及び下置き型原子炉構
造をもつことにあると考えている。前者について
は，燃料の物性に起因して燃料破損タイミングと
損傷燃料挙動とが従来炉心と異なる可能性があ
り，この影響を把握する事がポイントとなる。ま
た，後者については炉容器内格納シナリオを確立
する観点から，機械的エネルギー放出時の，大口
径炉容器ベローズ，円錐型炉容器，小体積カバー
ガス空間，ホットプール内中性子遮蔽体構造など
の効果を把握することが重要である。更に，熱的
影響に対する裕度を確認するためには，モジュ
ラー型連結管を内包する炉心入口プレナム，炉壁
冷却構造などが損傷炉心の長期冷却能力に及ぼす
影響を把握することが重要である。
 

２）サイクル機構の関連研究開発
　ULOFは，事故の初期（起因）過程から最終整
定に至るまで，図７に示す事象推移を辿る。以下
に，サイクル機構が予備的な検討のため実施した
事故シナリオ検討の概略を説明する。
　ULOF起因過程を燃料破損挙動解析SAS4Aコー
ド17）を用いて評価し，炉心の大半の冷却材が沸騰
してボイド化するものの，ボイド反応度が小さい
ため，即発臨界を超過する可能性は極めて小さい
という結果が得られた。起因過程後に，燃料プー
ルが形成される遷移過程を経て溶融燃料が炉心外
に流出すると，恒久的な未臨界状態に到達し事故
は終息する。遷移過程とその後の燃料流出過程を
多成分・多層流核熱流動解析SIMMER‐�コード18）

で解析し，円錐型炉容器やホットプール内中性子
遮蔽体構造がナトリウム蒸気泡の膨張に伴う機械
的エネルギーの低減に有効である結果が得られ
た。機械的エネルギーに対する原子炉容器及びベ
ローズなどの耐衝撃性評価を衝撃応答解析
AUTODYN‐2Dコード19）を用いて行い，構造健全性
に関する見通しを得た。さらに，損傷炉心のナト
リウム自然循環による冷却可能性を熱流動解析
AQUAコード20）を用いて評価し，炉壁冷却構造な
どの重要性を確認した。
　これら一連の予備的評価を通じて，ULOFに対
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図６　BN‐600プラントの原子炉構造21）
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する炉容器内格納シナリオを確立するための条件
が明確となった。今後，共同研究によって入手す
るバイパック燃料物性値及びプラント構造詳細
データに基づいてより信頼性の高い評価を実施
し，ロシアの解析評価を支援する計画である。
（３）RIARの施設整備
１）バイパック燃料製造の特徴
　RIARにて旧東独の研究機関の協力により開発
されたとされるバイパック燃料製造法は，電解析
出により製造したMOX燃料を粉砕し，顆粒状燃料
を燃料被覆管に振動充てんするもので，金属プル
トニウムの酸化物への転換工程が簡略化でき，ま
た，図８に示すように，従来のペレット燃料に比
較すると造粒，成型，焼結，研削，検査工程が省
略できるなどの特徴があり，充てん後ガンマ線透
過測定でプルトニウムの軸方向分布を確認する工
程の追加を考慮しても，燃料製造コストの大幅な
低減化が期待できる。濃縮ウラン酸化物のバイパ
ック燃料は，既にRIARにある高速実験炉BOR‐
60でドライバー燃料として使用されおり，また，
MOX燃料についても，過去，～５００体のBOR‐60
での照射，BN‐600，BN‐350においても照射試験

され，実験ピンでは約３０％の燃焼度に到達したも
のもあるなどの実績をもつ22）。
２）施設整備の概要
　ハイブリッド炉心の運転に必要な年間０．３ｔの
プルトニウム（年間～５０燃料集合体）を燃料に加
工する施設をRIARに整備するため，共同研究契約
を２００１年７月に締結した。共同研究は，約２年に
わたって実施される。
　核兵器として使用されなくなった金属プルトニ
ウムは，まず溶融塩中に塩素化溶解し，兵器とし
ての必要性から微量添加されているガリウムを塩
素化して蒸発除去する。上記プルトニウムを酸化
物として回収し，顆粒製造の為に溶融塩中にウラ
ンとともに溶解しMOX顆粒に電解析出させる。こ
うして製造されたMOX燃料をある粒子径範囲の
顆粒群に粉砕加工し，それを被覆管に振動充てん
してMOX燃料ピンを製造する。
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図７　炉心損傷事象（ULOF）推移の概要と評価手法

図８　振動充てん燃料とペレット燃料のプロセス
比較
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　今回の契約では，必要な容量の顆粒燃料製造ラ
イン及びピン製造ラインを新設する。燃料ピンか
ら燃料集合体への組立は，ペレット燃料の場合と
同様の装置であり，既設ラインを一部増強・整備
する。また，塩素ガスのリサイクルシステムや廃
棄物処理システムも整備する。上記工程中，金属
プルトニウム中のガリウム除去工程については，
兵器情報を含むため米国の分担で整備される。
MPC＆A（Material Protection Control & Account-
ing）関係の設備についても，プルトニウムの検認・
保障措置として米国の分担項目となっている。
RIARは，２００４年秋頃に予定されているハイブリッ
ド炉心移行に向けてこれらの施設を整備する。
　サイクル機構は，上記施設整備に伴い，機器設
計，許認可取得，機器の製作据付，試運転を通じ
てバイパック燃料製造施設に係る顆粒製造（廃棄
物処理，塩素ガスリサイクル装置を含む），燃料ピ
ン製造，集合体製造に係る機器設計情報，試運転・
試作情報等を取得し，今後の実用化戦略調査研究
における技術の絞り込み等に反映する。
３）サイクル機構の関連研究開発
　サイクル機構では上記のバイパック燃料製造工
程（燃料の溶融塩への溶解，電解析出，バイパッ
ク燃料製造）について，安全性・健全性の評価の
ための基礎データを酸化ウランベース試験で取得
している。燃料製造では，酸化ウランの溶融塩溶
解工程で使用する塩素ガスが，量産化に伴って増
大するため，この塩素ガスの低減が課題となる。
また，バイパック燃料の長距離輸送時安定性・健
全性も課題となる。さらに，RIARは，被覆管内面
腐食抑制等のためバイパック燃料に金属ウラン粉
を添加23）しており，燃料製造工程における添加技
術も研究課題となる。
　塩素ガス量低減化の基礎データとして，塩素ガ
スと燃料粉との接触状況の違いによる溶解速度の
違いを測定し，塩素ガスの吹き込み管の工夫によ
り４倍程度効率が向上すること等のデータを得
た24）。また，輸送時安定性の確認のため，電解析
出により製造した酸化ウラン顆粒によりバイパッ
ク燃料を製造し，それに燃料の輸送時を模擬した
振動を与えて，X線ラジオグラフにより軸方向の
ウラン分布を測定した。その結果，電解析出顆粒
の充てん燃料は偏析等が生じることなく輸送時に
も安定であるとの見通しを得た。上記の試験によ
り得られた酸化物電解法の燃料顆粒製造技術，燃

料充てん技術，計測技術等に関する知見は，実用
化戦略調査研究の技術絞り込みに反映される。

３．まとめと今後の予定

　解体プルトニウムの処分は，第一義的には米露
の責任で行われるべきとの基本認識25）の下に，日
本の主体的な国際貢献として，また，日本の高速
炉開発に裨益するため，サイクル機構は将来の高
速炉開発の有力な候補技術であるバイパック燃料
を用いたBN‐600での燃焼処分を提案し，その初
期段階（ハイブリッド炉心化まで）の研究開発要
素の強い六つの課題について，ロシアの研究所と
共同研究を進めてきた（この他，１件を日露非核
化支援協定にて実施検討中）。
　共同研究は，現在のところ，技術的な面からは
順調に進み予定どおりの成果を挙げている。ただ，
日・露間に解体プルトニウム処分協力に関する政
府間協定がないことから，施設の訪問や報告書の
送付等でいくつかの問題が生じており，今後の円
滑な解体プルトニウム処分協力のためには，これ
ら制度的な面からの検討も必要な状況である。
　また，ハイブリッド炉心化は，米・露との作業
分担の下に実施される予定で，ブッシュ政権の対
露支援政策レビューのため遅れていた政府レベル
の分担協議を促進させることが望まれる。
　さらに，BN‐600での本格的処分（全MOX炉心
化）は，Ｇ８での国際的支援枠組み構築の中で他
のオプションと併せて検討が進められており，サ
イクル機構は，BN‐600バイパック燃料オプション
の採用に向けて，これまで培ってきた高速炉の技
術と現在実施中の共同研究の成果をもって技術的
支援を行っていく考えである。
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